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概 要

木質系バイオマス燃焼灰の発生量と有効利用状況を明らかにすることを目的としてアンケート調
査を行った。燃料の灰分は樹皮含有割合や枝葉の有無，生産地域との相関がみられた。実際の灰量
は灰分から計算した値の平均 2.3 倍の灰が発生した。未利用木質区分の施設や階段式ストーカ炉を
採用する施設は主灰発生量が多かった。燃焼灰はセメント，コンクリート骨材，路盤材，肥料，土
壌改良材，再生土，埋め戻し材，燃料，製鉄原料として利用され，費用は平均 15,800 円/t で廃棄物
として処分するよりも安い傾向があり，多様な活用が見込まれた。
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1．序 論

気候変動緩和の要求とともに，バイオマス発電の重

要性が高まっている。日本では 2011 年に固定価格買

取制度 (FIT) が導入され，固形バイオマス燃料とし

て木材やパーム椰子殻 (PKS) の消費量が急増してい

る。FIT 認定木質バイオマス発電施設 74 件を対象と

した調査によると，2014 年時点で 43 MWであった導

入容量が 2023 年には 4,000 MW 超と，10 年間で約

100 倍に成長した1)。バイオマスの直接燃焼による発

電施設は灰を排出し，それらの適切な処理が必要とさ

れる。株式会社森のエネルギー研究所が 2017 年に

行った調査によると，16 事業者の分析から木質系バ

イオマス燃焼灰 1 t あたりの平均灰処理費用は 20,000

円であり，灰処理費用が最大の事業者で総発電費用の

18%を占めていた2)。

木質系バイオマス燃焼灰は肥料3)，建設資材4)，吸

着材料5)，ジオポリマー6)等へのリサイクルが期待さ

れる資源でもある。気候変動や粒子状物質の発生と

いった環境影響を抑制する上でも，土壌改良材等への

燃焼灰の有効利用は効果的である。Costa らは，石灰

や加里肥料，リン酸肥料代替として木質系バイオマス

燃焼灰を利用するシナリオは，燃焼灰を埋め立てるシ

ナリオと比較して，灰 1 t あたりの温室効果ガス排出

や粒子状物質の排出が小さくなることを示した7)。燃

焼灰を利用することで肥料等の製品の製造過程で出る

温室効果ガス排出や粒子状物質の排出を削減できるた

めである。しかしながら，それらの有効利用は木質系

バイオマスをエネルギー利用する施設の半数程度にと

どまっており8)，未だ十分とは言えない。またその全

国的な利用用途についても現況が把握できない部分が

多い。木質系バイオマス燃焼灰有効利用に関するアン

ケート調査で，国内の事業者より灰の活用条件のひと

つとして「安定供給」「まとまった量での供給」が挙

げられているが9)，燃焼灰の発生量を把握することは

現状難しい。

木質バイオマス燃料の灰分は燃料の種類によって異

なる。発電施設から発生する木質バイオマス灰の量は，

燃料の 0.5% から 12%までと幅広いことが報告されて

いる2)。日本の木質系バイオマス専焼発電施設で燃焼

される燃料は 2023 年度に 2,600〜3,000 万 t と見積も

られ，このうち木質チップ (WC)，木質ペレット

(WP)，PKS がそれぞれおよそ 3 割を占める。国内外

の文献を調査した結果，灰分は樹皮材 (B)，PKS，枝

葉材 (BR)，廃木材 (WW)，WC，WPの順で多い10)。

広葉樹と比べて針葉樹は灰分が少ないと報告されてい

る11)。同じ木材でも部位により灰分が異なり，樹皮の

灰分は心材や辺材より 10 倍多い12)。

実際の燃焼灰発生量は，燃料の灰分の他にも様々な

因子の影響を受けることが指摘されている。折橋らは，

北海道の事業者に対して調査を行い，木質系バイオマ

スの灰を参照した計算上の灰発生量と比べ，アンケー

ト調査に基づく推計量は 1.5 倍程度大きいことを示し

ている13)。著者らは流動層炉における流動砂の使用や，
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未燃炭素の残留等は燃焼灰発生量を増加させる要因と

なることを同様にアンケート調査から指摘している14)。

Feuerborn は発生する灰の量には，木材の種類，樹皮，

枝葉の量，燃焼技術が重要であると述べ，2016 年の

ドイツの木質バイオマス灰は 105 万 t で，そのうち廃

木材灰が 65 万 t を占めると推定している15)。Du らは，

いくつかのバイオマスサンプルを実験室で燃焼させて，

バイオマスの燃焼温度の上昇に伴い，成分の分解と揮

発によって灰の量が少なくなることを明らかにした16)。

Jenkins らも，バイオマス試料の燃焼温度を 575℃か

ら 1,000℃まで変化させる実験で，2 時間の燃焼によ

り得られる灰の値は温度上昇に伴い，最も差の大きい

もので 0.63 倍まで減少すると報告した17)。燃焼灰発

生量の評価は重要であるが，上記のパラメータと木質

系バイオマスの灰分との具体的な相関は未だ明らかに

されておらず，燃焼灰発生量の予測を困難にしている。

燃焼灰の有効利用を進めるうえで，燃焼灰の発生状況

や有効利用の現況を把握することは非常に重要である

にもかかわらず，これらに関する実態調査の報告例は

限られている。

本研究では，木質系バイオマス燃焼灰の発生量と有

効利用状況を明らかにし，有効利用のさらなる促進に

資することを目的として，発電施設を対象としたアン

ケート調査を行った。アンケートの結果から樹種，樹

皮含有量，枝葉の有無，生産地域がWC の灰分に及

ぼす影響を評価するとともに，灰発生量を左右するそ

の他の因子について考察し，より正確に燃焼灰発生量

を予測するための知見を提供する。また，木質系バイ

オマス燃焼灰有効利用の現況を知るため，有効利用の

有無，その用途について調べた。さらに有効利用の障

壁となりうる要因として費用に着目し，埋め立て処理

や各用途への有効利用にかかるコストを比較した。

2．方 法

2. 1 アンケート調査

本研究では，2022 年 3 月時点で日本国内にある

FIT 認定を受けたバイオマス発電施設18) 220 件 (総発

電容量 5,509 MW，発電端) を調査対象とした。これ

らは木質バイオマス燃料である木材や PKS を主燃料

とする発電施設である。対象となる 220 の発電施設に

は，現在計画中で 2026 年までに運転を開始するもの

も含まれている。2022 年 3 月時点で稼働中の施設は

186 施設，4,731 MW (発電端) である。2020 年〜

2022 年にアンケート調査を実施し，105 カ所から回答

を得た。アンケート実施時点で 81 施設は稼働中，24

施設は計画中であった。稼働中施設については燃料使

用量，燃料種，燃料の灰分，炉の種類，灰の発生量，

灰の有効利用用途などを尋ねた。一部施設では炭化物

が熱分解残渣として発生していたが，本論文では便宜

上これらの熱分解残渣も「灰」として発生量を調査し

た。また燃料については，樹種，樹皮含有割合，枝葉

の有無，生産地域を併せて尋ねた。計画中の施設に関

しては，実際に用いる燃料の灰分や灰の発生量等は不

明であるが，炉形式や燃焼温度計画値，燃料種や燃料

使用量の計画を尋ねた。

2. 2 統計解析

本研究の統計解析には JMP® 17 を用いた。木質

チップの灰分に及ぼす影響因子の評価のため，分散分

析 (ANOVA) と数量化Ⅰ類を伴う最小二乗法による

重回帰分析を行った。パラメータは強制投入法により，

樹種，樹皮含有割合，枝葉の有無，生産地域を考慮し

た。樹種についてはアンケートの結果から，スギ，ナ

ラ，マツ，広葉 樹混合，針葉 樹混合，区別なし

(MIX) の 6 種類に分類した。生産地域は都道府県ご

ととし，FIT 施設リスト18)の都道府県番号 (01. 北海

道〜47. 沖縄県) を用いた。特に生産地域の回答のな

い場合発電施設の立地する都道府県とし，海外由来の

WC は除外した。

灰分当たりの燃焼灰発生量についても，数量化Ⅰ類

を伴う最小二乗法による重回帰分析を行った。パラ

メータは強制投入法により，区分 (一般木質・農作物

残渣または未利用木質)，燃焼温度，発電施設の緯度，

炉形式 (気泡流動層ボイラ；BFB，循環流動層ボイ

ラ；CFB，ガス化発電設備；G，階段式ストーカ炉；

SS，トラベリングストーカ炉；TS) を考慮した。区

分については FIT 施設リスト18)を参照した。未利用

木質とは，林野庁「発電利用に供する木質バイオマス

の証明のためのガイドライン」において「森林におけ

る立木竹の伐採又は間伐により発生する未利用の木質

バイオマス (輸入されたものを除く)」とされるもの

で，「間伐材等由来の木質バイオマス」とも呼ばれる。

一般木質バイオマスは，前述した未利用木質及び建設

資材廃棄物以外の木質バイオマスであると定義され，

製材残材やその他由来の証明が可能な木材を指す19)。

燃料種についてはパラメータに含めなかった。燃料種

ごとに灰分は大きく異なり10)，燃料種は灰発生量に影

響すると考えられるが，目的変数を灰分計算値あたり

の実際の灰発生量とすることで，改めて説明変数に追

加せずとも既にその影響は考慮されていると判断した。

3．結 果 と 考 察

3. 1 アンケート調査結果

アンケートの対象となった 220 施設のうち，36 施

設は BFB，90 施設は CFB，24 施設は G，14 施設は

SS，27 施設は TS を採用していた。29 施設の炉形式
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は不明であった。回答した 105 施設の炉形式を Fig. 1

に示す。対象とした 220 施設と同様，4 割程度を

CFB が占め，次いで BFB が多かった。欧州の木質系

バイオマス発電施設ではストーカ炉が主流である

が20,21)，日本は炉形式の内訳において大きく異なる傾

向が見られた。灰の回収方式 (バグフィルター，電気

集じん機，その他) については 74 施設が回答し，そ

のうち 68 施設はバグフィルターを採用していた。電

気集じん機とその他を回答した施設はそれぞれ 3施設

であった。発電容量 (発電端) はアンケートに回答し

た 105 施設の合計が 1,984 MWで，220 件全体 (5,509

MW) のおよそ 36% にあたった。燃料使用量を回答

した施設は 103 件ありその総量は年間 1,184 万 t-wet

であった。アンケート実施時点 (2022 年 3 月) で 103

件のうち 79 施設は稼働中，24 施設は計画中であり，

1,184 万 t-wet のうち稼働中 79 施設の総燃料使用量

は 789 万 t-wet であった。WC，WP，PKS，B，BR，

WWを燃焼している施設はそれぞれ 86，21，34，8，

6，19 件で，50 施設は複数種類の燃料を混焼していた。

日本木質バイオマスエネルギー協会による 2022 年度

の燃料需給調査では，82 発電施設で 540 万 t の燃料

が調達されたと報告されている1)。この値は乾燥重量

が用いられており，本研究におけるアンケートでの燃

料含水率 (309 データ) 平均値 36.3%-wet を仮定する

と，82 発電施設で 848 万 t-wet 程度の燃料が調達さ

れたことになり，本研究のアンケート結果と概ね一致

した。アンケートに回答しなかった施設も含めると，

2022 年度に合計容量 4,731 MW の発電で使用された

燃料はおよそ 2,800 万 t-wet と推計される。燃焼温度

は 48 施設が回答し，680-1,250℃であった。平均値は

841℃で，ANOVA の結果 BFB (データ数 20)，CFB

(16), G(4), SS(2), TS(10) の燃焼温度平均値はそれ

ぞれ 849℃ (95% 信頼区間 817-880℃), 818℃ (783-

853℃), 844℃ (773-914℃), 845℃ (746-944℃), 785

℃ (740-829℃) で，炉形式による燃焼温度の有意な

差は見られなかった。

3. 2 燃料の灰分

アンケートで回答のあった各燃料種の灰分

(%-dry) を累積分布で Fig. 2 に示す。灰分の回答数

は WC:127, WP:10, PKS:26, B:12, BR:2, WW:17

であった。各施設は異なる種類の燃料を混焼している

場合があり，複数の燃料について回答しており，施設

数とは一致しない。算術平均値で比較すると WP

(0.85%-dry)<WC (1.5%-dry)<PKS (2.5%-dry)<

WW (3.2%-dry)<B (4.2%-dry) であった。BR (平

均 1.3%-dry) についてはデータ数が非常に小さいた

め，平均値の議論からは除外する。樹皮材の灰分が多

いことは Tsuchiya らの先行研究においても指摘され

ている13)。灰分の正規 Q-Q プロットと対数正規 Q-Q

プロットの線形性を比較したところ，WC, WP, PKS,

B, WW の R2 値は正規分布について 0.74, 0.97, 0.95,

0.92, 0.92，対数正規分布について 0.97, 0.94, 0.97,

0.96, 0.94 であった。WC, PKS, B, WW は対数正規

Q-Q プロットの方がより良好な線形性を示し，デー

タ数が比較的小さいWP, BR を除く燃料種では灰分

分布が正規分布よりも対数正規分布に近いことを示唆

した。灰分が対数正規分布に従う傾向は文献値の分布

と一致している9)。灰分が対数正規分布に倣う傾向は

下水汚泥の固形分22)でも報告されている。灰分の対数

平均値は WP (0.86%-dry)<WC (1.0%-dry)<PKS

(2.8%-dry)<B (3.0%-dry)<WW (3.4%-dry) であっ

た。ANOVA の結果，灰分対数平均値の 95% 信頼区

間は WC: 0.85-1.2%-dry, WP: 0.46-1.6%-dry, PKS:

1.9-4.2%-dry, B:1.7-5.3%-dry, BR:0.24-4.1%-dry,

WW:2.1-5.5%-dry であった。Turkey の HSD 検定

で多重比較すると，B と WC (p=0.0100), PKS と

WC (p=0.0001), PKS と WP (p=0.0343), WW と

WC (p=0.0002), WW と WP (p=0.0160) の灰分対

数平均値にはそれぞれ有意な差があるといえる。PKS

は主にインドネシア，マレーシアから輸入される農業

残渣であるが，ANOVA の結果その原産地による灰

分の平均値に有意な差は無かった。インドネシア産

(5 データ)，マレーシア産 (6 データ) の PKS の灰分

対数平均値 (95% 信頼区間) はそれぞれ 2.5%-dry

(1.9-3.4%-dry), 2.6%-dry (2.0-3.4%-dry) で，2 か国

の混合を用いている場合 (6 データ) は 2.7%-dry

(2.1-3.5%-dry) であった。

このうち，最もデータ数が多く広い範囲に値が分布

している WC について，樹種，樹皮含有割合，枝葉

の有無，生産地域が灰分に及ぼす影響を調べた。発電

施設で用いられるWC には，樹幹部だけでなく樹皮

や枝葉が部分的に含まれる場合がある。樹皮含有割合

(回答数 40) と灰分の間には有意な正の相関がみられ

た (p=0.0477)。生産地域と灰分の関係について，原

産地の都道府県番号と灰分の間には弱い負の相関がみ
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られた。植物中の灰分は水分の吸い上げ量の影響を大

きく受けることが知られており，寒冷地域の植物はよ

り多くの水分を吸い上げるため灰分がより多くなるこ

とが予想される23)。北部の地域ほど WC の灰分が多

くなる傾向があるので，南部の都道府県であるほど大

きな値となる都道府県番号と負の相関を成したと考え

られるが，相関は有意な値ではなかった (p=0.1207)。

また Turkey の HSD 検定の結果枝葉を含む WC と

枝葉を含まない WC の灰分対数平均値の間には有

意な差があることが分かった (p<0.0001)。ANOVA

の結果枝葉有 (データ数 33) の灰分対数平均値は

2.6%-dry (95% 信頼区間で 1.8-3.7%-dry)，枝葉無

(データ数 40) の灰分対数平均値は 0.83%-dry (95%

信頼区間で 0.59-1.2%-dry) であった。先行研究にお

いても，樹幹部に比べ葉は著しく灰分が多いことが指

摘されている24)。澤井らによると果樹剪定枝の灰分は

枝の平均直径の累乗関数で表すことができ，細い枝で

あるほど樹幹部に比べ樹皮含有割合が増大するため灰

分が多くなる25)。本研究における BR の灰分が平均

1.3%-dry，対数平均 1.0%-dry と少なかったのは，

データ数が 2 と小さかったためであると考えられる。

スギ，ナラ，マツ，針葉樹混合，広葉樹混合，MIX

の灰分データ数はそれぞれ 23, 7, 8, 58, 4, 14 で，広

葉樹より針葉樹の WC の方が多く利用されていた。

各樹 種 の 灰 分対数 平 均 値 (95% 信 頼区間) は

0.86%-dry (0.53-1.4%-dry), 1%-dry (0.42-2.4%-dry),

0.35%-dry (0.15-0.79%-dry), 1.0%-dry (0.77-1.4%-

dry), 1.7%-dry (0.54-5.5%-dry), 2.0%-dry (1.1-3.7

%-dry) で，マツとMIX の間にのみ有意な差が見ら

れた。先行研究では，針葉樹が広葉樹と比べて灰分が

少ないと報告されているが12)，その差は大きくないと

考えられる。Zhai らも，針葉樹と広葉樹の灰分平均

値がそれぞれ 1.0% と 1.6% であるとした上で，統計

的解析の結果両者に有意な差は無いと結論づけてい
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Fig. 2 Distribution of ash content in woody biomass fuel



る26)。中川と松村の報告では，針葉樹と広葉樹の灰分

は心材ではほぼ同じ 1%前後，葉については針葉樹の

方がやや小さい値であった24)。

WC の灰分を目的変数とする数量化Ⅰ類を伴う重回

帰分析の結果，Table 1の結果を得た。データ数 128，

回帰式による予測値と実測値の R2は 0.34，自由度調

整 R2 は 0.15 であった。帰無仮説の p 値は 0.1234 で

あった。このモデルにより灰分の多少を説明すること

は困難であるといえる。上記で灰分と有意な正の相関

があると判断された樹皮含有割合，枝葉の有無につい

て，推定値の正負は重回帰分析においても一致するも

のの，帰無仮説の p 値は有意さを示す値とはならな

かった。反対に，原産地の都道府県番号については灰

分に対する有意な負の影響を示した。樹皮含有割合，

枝葉の有無については，いずれも灰分との有意な単相

関を示すが，この 2パラメータ間にも相関があるため，

重回帰分析においては効果が打ち消しあったものと考

えられる。樹皮含有割合をパラメータから外して再度

分析を行ったところ，枝葉の有無は灰分に対し有意な

正の影響が見られた (p=0.0004)。

3. 3 燃焼灰発生量

アンケートに回答した 105 施設のうち，2022 年 3

月までに運転を開始している施設は 81 施設，計画中

の施設は 24 施設であった。稼働中の 81 施設のうち，

燃焼灰発生量を回答した施設は 74 施設で，年間灰発

生量は合計 23.6 万 t-wet であった。このうち主灰は

8.2 万 t-wet，飛灰及び混合灰は 15.4 万 t-wet であっ

た。回答した 74 施設の総発電容量 (発電端) は 1,075

MW で，2022 年 3 月までに稼働している 186 施設

(総発電容量 4,731 MW) で 2021 年度に発生した木質

系バイオマス燃焼灰は 104 万 t-wet と推計される。

220 施設 (総発電容量 5,509 MW) 全てが稼働すると，

単純計算で年間 121 万 t-wet もの燃焼灰が発生する

可能性がある。

燃料使用量と灰分から計算上の灰発生量を求めたと

ころ (38 データ)，必ずしもその値は実際の燃焼灰発

生量と一致しなかった。Fig. 3に燃焼炉形式ごとの灰

分計算値に対する実灰発生量の比を示す。実際の燃焼

灰発生量は灰分計算値の 0.72〜13 倍であった。外れ

値 (四分位法により検定) を除いても 0.72〜3.4 倍，

平均 2.3 倍と幅がある。この理由として，燃料の灰分

分析に用いられた燃焼温度と実際の燃焼炉の燃焼温度

が異なる可能性，砂礫や建築廃材由来の夾雑物が混入

した可能性，未燃分が燃焼灰中に残っている可能性，

灰分計算値は乾燥重量であるのに対し実際の発生量は

湿潤ベースで計量される点等が考えられる。燃焼灰利

用の手引きの一例では，燃焼灰の発生量はWP・おが

粉について 0.5%-wet, WC について 0.34%-wet を掛

けて見積もるものとしている27)。これらの値は燃料の

灰分の目安を示すものであるが，実際にはその 2 倍以

上の燃焼灰が発生することが予想される。

燃焼灰発生量に影響を及ぼす因子を調べるため，数

量化Ⅰ類を伴う最小二乗法による重回帰分析を行った。

解析は Fig. 3 に示す 4 つの外れ値を除外して行った。

区分，燃焼温度，発電施設の緯度，炉形式のいずれも，

実灰発生量／灰分計算値に有意な影響が見られなかっ

た。これは実灰発生量を飛灰発生量に限定しても同様

であったが，主灰発生量についてはその限りでない。

目的変数を主灰発生量／灰分計算値とした重回帰分析

の結果を Table 2 に示す。データ数 28，回帰式によ
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Table 1 Results of multiple regression analysis for ash content
in WC

項 推定値 標準誤差 t 値 p 値 (Prob>|t|)

切 片 3.7069307 1.102082 3.36 0.0022

原産地 −0.074416 0.030158 −2.47 0.02

樹皮含有割合 0.0284144 0.032539 0.87 0.39

樹種 [スギ] 0.0347011 0.825911 0.04 0.9668

樹種 [ナラ] −0.860334 1.081874 −0.8 0.4332

樹種 [マツ] −2.328741 2.008468 −1.16 0.2561

樹種 [MIX] 0.9131709 1.270973 0.72 0.4784

樹種 [広葉樹] 1.1710981 2.063822 0.57 0.5749

樹種 [針葉樹] 1.070104 0.789699 1.36 0.1862

枝葉の有無 [無] −0.503303 0.42116 −1.2 0.2421

枝葉の有無 [有] 0.5033029 0.42116 1.2 0.2421

N=128，R2=0.34，自由度調整R2=0.15，p=0.1234

Fig. 3 Actual discharged ash amount per calculated ash amount

Table 2 Results of multiple regression analysis for BA discharge
per calculated ash amount

項 推定値 標準誤差 t値 p値 (Prob>|t|)

切 片 3.24 2.65 1.22 0.256

区分 [一般木質・
農作物残渣]

−0.899 0.191 −4.71 0.0015

区分 [未利用木質] 0.899 0.191 4.71 0.0015

燃焼温度 −0.00285 0.00223 −1.28 0.237

緯 度 0.00789 0.0575 0.14 0.894

炉形式 [BFB] −1.56 0.296 −5.27 0.0008

炉形式 [CFB] 0.601 0.305 1.97 0.0841

炉形式 [SS] 1.05 0.410 2.56 0.0334

炉形式 [TS] −0.0907 0.27 −0.33 0.753

N=28，R2=0.81，自由度調整R2=0.67，p=0.0143



る予測値と実測値の R2は 0.81，自由度調整 R2は 0.67，

帰無仮説の p 値は 0.0143 であった。未利用木質燃料

を用いる施設 (15 データ) は主灰発生量に対し有意

な正の影響，一般木質・農作物残渣を燃焼する施設

(10 データ) は有意な負の影響を示した。Fig. 4(a)，

(b)に，未利用木質区分，一般木質・農作物残渣区分

で使用される燃料の内訳を示す。未利用木質資源は間

伐材等由来の木質バイオマスであり，枝条や樹皮など

林業・製材事業活動に伴い発生し従来有効活用されて

いなかった資源が含まれている。枝条や樹皮などは砂

や石などの異物が混入し易く，また樹幹部に比べ灰分

が多くなることから燃焼灰の発生量も多くなる28)。一

方，一般木質・農作物残渣区分の施設では燃料として

間伐材等由来のものではなく，PKS や輸入WP 等が

用いられる。炉形式 BFB は他の炉形式に比べ主灰発

生量が有意に少なく，SS は主灰発生量が有意に多い。

炉形式のうち G はデータ数が少なく，結果から除外

した。ストーカ炉の燃焼灰発生量に占める主灰の割合

は流動層炉と比較して大きく，都市ごみ焼却施設の例

では焼却残渣発生量の 69.1〜92.6% を占める29)。バイ

オマス燃焼の例では，主灰の割合は BFB で 17%30)，

TS で 75%28)の報告がある。流動層炉は炉内の流動媒

体を押込空気により撹拌し，燃料を浮遊燃焼させるた

め飛灰が多くなる。一方で炉の下部で不燃物が分離さ

れるが，一部は流動媒体移行し炉内に戻されるため主

灰が少なくなる31)。また BFB は CFB と比べても主

灰発生量が少なく，これは流動砂投入量の違いによる

ものであると考えられる。Fig. 5に示すように，BFB

での燃料当たりの流動砂投入量は CFB と比べて圧倒

的に少なかった。

3. 4 燃焼灰有効利用用途

木質系バイオマス燃焼灰の有効利用用途としては，

セメント原料や肥料原料等が挙げられる。木質系バイ

オマス燃焼灰は石炭フライアッシュと比較し粒度が大

きく，K2O を多量に含む32)。そのため燃焼灰をセメ

ント原料として利用する際，アルカリシリカ反応によ

るコンクリートの異常膨張やひび割れを引き起こすリ

スクが高くなる33)。都市ごみ焼却灰のセメント原料利

用においても受け入れの基準として K2O 含有量 2%

未満が提案されており34)，木質系バイオマス燃焼灰の

セメント原料利用には量的制限があると考えられる。

一方肥料原料としては木質系バイオマス燃焼灰の高い

K2O 含有量が利点となるが，Cr，Ni，As，Cd，Pb，

Hg といった重金属含有量が障壁となり，廃木材を含

む燃焼灰などがこれを理由に利用できない場合もあ

る3,35)。近年ではその他にジオポリマー6)，二酸化炭素

固定化材料36)といった新たな用途への木質系バイオマ

ス燃焼灰利用についても研究が進められている。

アンケートに回答した施設のうち燃焼灰を有効利用

している施設は 42 件で，廃棄物として処理している

施設は 50 件であった。このうち 17 件は燃焼灰の有効
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Fig. 4 Breakdown of fuel types consumed

Fig. 5 Fluidized bed sand consumption



利用と廃棄物としての処理を併用していた。有効利用

を行っている施設の割合は併用も含め 56% であり，

北海道における先行研究の結果 (80%)13)と比較し低

い。複数回答可能で木質系バイオマス燃焼灰の有効利

用用途を尋ねたところ，燃焼灰はセメント原料・コン

クリート骨材 (14 件)，路盤材 (8 件)，肥料原料・土

壌改良材 (8 件)，再生土・埋め戻し材 (5 件)，燃料

(1 件)，製鉄原料 (1 件) として有効利用されていた。

燃料，製鉄原料として利用されていたのはいずれもガ

ス化発電施設の残渣であり，それらは他の炉形式の燃

焼灰と比較して圧倒的に多量の未燃炭素を含有するた

め，発熱量が高い37)。ジオポリマー等，その他の用途

への有効利用は確認できなかった。林野庁による調査

において，木質バイオマスエネルギー利用事業所

1,342 件中，燃焼灰を産業廃棄物として処理をしてい

る事業所は 732 件であった。農業 (肥料等) 利用を

行っている事業所は 326 件，農業用以外への利用が

87 件，保管中が 130 件，その他が 67 件である8)。こ

れらの事業所には FIT による発電業だけでなく製造

業，農業，宿泊業等の業種が含まれている。本研究の

アンケート結果から，発電事業においては，比較的農

業分野への有効利用の割合が他業種より小さいことが

分かる。林野庁による調査においても，電気・ガス・

熱供給・水道業の 154 事業所中農業利用は 6件，それ

以外への利用が 11 件であった8)。

3. 5 燃焼灰処理費用

燃焼灰の有効利用・廃棄にかかる費用について回答

した施設は 50 件あり，合計年間燃焼灰発生量 15.9 万

t-wet に対しその総額は 26.4 億円であった。2022 年

3 月までに稼働している 186 施設で年間 104 万 t-wet

の燃焼灰が発生するとその有効利用・処理費用の総額

は単純計算で 173 億円と推定される。本研究の調査対

象となった木質系バイオマス専焼発電施設 220 件が全

て稼働すると，燃焼灰 121 万 t-wet の処理費用の総

額は単純計算で 201 億円に上ることが予想される。燃

焼灰の処理を廃棄物処理業者に委託している施設は

43 件あり，その委託費用は燃焼灰 1 t あたり平均

21,000 円であった。また，燃焼灰を廃棄物として埋め

立て処理している施設は 15 件あり，その処理費用は

1 t あたり平均 20,500 円と，業者委託する場合と同程

度であった。この結果は先行研究の調査結果と一致す

る2)。燃焼灰を有効利用している施設について，その

加工や業者への委託費用は燃焼灰 1 t あたり平均

15,800 円であった。用途ごとの灰 1 t あたりの有効利

用コストを Fig. 6 に示す。ANOVA の結果，用途ご

との平均リサイクルコスト間に有意な差異は無かった。

灰のリサイクルのコストは，灰を廃棄物として処分す

るよりも安い傾向がある。さらに，燃焼灰 (ガス化残

渣) を製鉄原料として有効利用しているある発電施設

では，1 t あたり 4,000 円で有価販売していた。有効

利用を行う施設数が廃棄物として処理する施設数を下

回った理由は，経済的負担ではなく，木質バイオマス

燃焼灰を原料として受け入れるリサイクル施設の能力

や立地など，他の要因にあるのかもしれない。

4．結 論

本研究では，燃焼灰の発生量と有効利用状況を明ら

かにし，木質系バイオマス燃焼灰の有効利用のさらな

る促進に資することを目的として，木質系バイオマス

発電施設を対象としたアンケート調査を行った。燃料

の灰分に及ぼすパラメータを評価するとともに，灰発

生量を左右するその他の因子について考察した。また，

木質系バイオマス燃焼灰の有効利用用途，委託費用に

ついて調べた。

ANOVA の結果，BとWC，BとWP，PKS とWC，

PKS と WC，PKS と WP，WW と WC，WW と WP

の灰分対数平均値にはそれぞれ有意な差がみられた。

樹皮含有割合とWC の灰分の間には有意な正の相関

がみられ，WC の原産地都道府県番号と灰分の間には

弱い負の相関がみられた。また，枝葉を含むWC と

枝葉を含まないWC の灰分対数平均値の間にも有意

差がある。

実際の燃焼灰発生量は外れ値を除いて灰分計算値の

0.72〜3.4 倍であった。数量化Ⅰ類を伴う重回帰分析

の結果，灰分計算値あたりの実際の主灰発生量の値は

区分，炉形式により有意な影響を受けることが分かっ

た。燃料が未利用木質である施設は主灰発生量に対し

有意に正の影響を，一般木質・農作物残渣の施設は有

意に負の影響を示した。炉形式 BFB は主灰発生量に

対し有意な負の影響を及ぼし，SS は有意な正の影響

を及ぼす。BFB での燃料当たりの流動砂投入量は

CFBと比べて圧倒的に少ない。

アンケートに回答した施設のうち 42 施設は燃焼灰
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Fig. 6 Cost for recycling woody biomass ash



を有効利用，50 施設は廃棄物として処理していた。

燃焼灰有効利用の普及には地域差があると考えられる。

燃焼灰はセメント原料・コンクリート骨材，路盤材，

肥料原料・土壌改良材，再生土・埋め戻し材，燃料，

製鉄原料として有効利用されている。廃棄物として処

理する場合，燃焼灰 1 t あたりの業者委託費用は平均

21,000 円，埋め立て処理費用は 1 t あたり平均 20,500

であった。燃焼灰の有効利用費用は 1 t あたり平均

15,800 円で，燃焼灰を廃棄物として処分するよりも有

効利用する方が安い傾向がある。有効利用の障壁とな

る要因は経済的な事由でない可能性がある。

今後，木質バイオマス燃焼灰の有効利用を促進する

ためには，規制や需要，燃焼灰を受け入れるリサイク

ル施設の能力や立地など，コスト以外の要因について

明らかにする必要がある。
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Abstract

A questionnaire survey was conducted to determine the amount of woody biomass combustion ash
discharged from power plants and for what it is recycled. Ash content of wood chip is correlated with
the bark content, the presence or absence of branches and leaves, and the geological region. The
actual amount of ash discharged was in average 2.3 times higher than the calculated ash content in
fuel. Facilities using unutilized wood fuel and those using stepped stoker furnaces discharged more
bottom ash, while those using bubbling fluidized beds discharged less. Woody biomass ash in Japan is
utilized for cement, concrete aggregate, roadbed material, fertilizer, soil conditioner, recycled soil,
backfill material, fuel, and material for steelmaking. The average recycling cost was 15,800 yen/t,
which tends to be cheaper than cost for ash disposal as waste.

Key words: fuel type, fluidized bed sand, ANOVA, Hayashiʼs quantification methods I, bottom ash
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